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　東南アジアにおける少年非行の比較研究は，本研究
で対象とする諸国の非行少年の処遇，予防計画等を素
描するところにある。
　本研究において意図しているのは，少年非行の現象
よりも，むしろその問題点にアプローチするところに
ある。つまり法制度，警察，裁判所，処遇機関および
民間人がいかなる態度で少年に対応しているかを検討
するところにある。ただしこの種の比較研究には多く
の制約がある。もっとも重要なことは信頼に足る資料
や統計が必ずしも整備されていないところにある。し
かも時間的，人的，財政的制約のなかで資料を集めると
いう困難が伴う。しかし幸いにもわが国には極東アジ
ア犯罪防止研修所（府中）という格好の機関がある。
同研修所には年間を通じてアジア各国から学者や実務
家が研修に参加しており，これらの人の若干はそれぞ
れ自国の非行少年の処遇に直接たずさわっている。筆
老はこれらの人々と直接あう機会をもちつつ，これま
でに同研修に参加した人たちの残したレポートを入手
しながら資料の整理をつづけている。この報告はした
がって，まったくの中間報告である。とくに今回はさ
きに筆者が法律論双に資料として翻訳発表したピータ
ーズ氏（A．A。　G．　Peters）のレポート「東南アジアに
おける少年非行の比較研究」（Comparative　．Survey
of　Juvenile　Delinquency　in　Asia　and　the　Far　East，
UNAFEI，　Fuchu，　Tokyo，1968）（法律論双第51巻
2，3合併号，第51巻4，5，6合併号，第52巻1号）
をもとにその後の資料を加えて要約するものである。
　　1，比較の問題
　異なった国における非行少年とその処遇を比較し対
照することは．とくにそれらの国々が政治．経済およ
び文化においていちじるしく異なるときには容易なこ
とではない。たとえこれらの状況がある程度明らかと
なったとしても，比較の基盤となる少年非行の定義を
明らかにすることはもっと困難である。少年非行の概
念は，しばしばその国の社会政策とくに行政機関にか
かわる文化，政治要因に大きく依存する。たとえば法
務省，社会福祉省，内務省のいずれが少年非行を管理
しているかによって，その国の非行少年に対する計画
や政策が異なったものとなる。法的概念はにかよった
ものであっても，その実際の概念はかなり異なったも
のとなる。これらの違いは国と国の間で異なるという
だけにとどまらず，一つの国の中でも異なることがあ
る。この点については後にふれるが少年非行の比較に
おいて困難なことの一つは非行少年の概念の確立基準
に欠けているところにある。刑事手続および犯罪者の
処遇基準（少年非行を含む）については1948年の世界
人権宣言（Universal　Declaration　of　Human　Rights
1949）が一つの参考となるし，国連被拘禁者処遇最低
基準規則も重要な資料となる。国連基準はすべての国
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々で完全に履行されることを期待したものではないが
「履行すべき平均的基準」を人権宣言にのっとり宣明
にしたものである。
　しかし，同宣言は少年の手続や処遇よりも成人の刑
事手続および処遇のための基準に関心がむけられてい
る。たとえば，人権宣言は法の正当な手続の原則を強
調しているが，少年裁判所は理念的にも実際的にも多
くの点でこの原理とは矛盾している。他の例として国
連基準では未決の囚人は既決因と分離すべきであると
しているが，少年事件については，この原則は必ずしも
明白ではなく，ときとして審制中の少年，有罪となっ
た少年あるいは前非行の少年（pre－delinquent）のよ
うな者まで犯罪を犯していない少年をも同一の施設に
入れていることがある。体罰の点についても刑事司法
と比較して模然としたものとなっている。国連基準第
5条は何人も，拷問または残酷な，人道に反しあるい
は体面をけがすような待遇や処罰をうけることはない
ことを明らかとしている。少年犯罪者についてはどう
か，これまでの資料によると少年への体罰の実情はつ
ぎのごとくである。
　スリランカではいぜんとして男子犯罪者への体罰に
ついて規定している。刑事手続法319条によると，16
歳以下の男子犯罪老についてはむち打ちを言渡すもの
としており，これは6回をこえてはならない。しかし
この種の刑罰は実際にはめったに使われていない。そ’
の他ホンコン，イラン，マレーシア，パキスタン，タ
イでも体罰を規定しているが実際には使われていると
ころは少ない。
　ところで施設へ収容された少年のその後の成行調査
については1961年にマレーシアでは少年の76．8％は完
全に更生したとされているが，どのような訓練でこの
高い成功率を収めたか，またとにかく再犯を犯さなか
ったが故に成功したといえるのかどうかを知ることは
できない。日本でも多くの成行調査がなされている
が，処遇方法の評価をねらいとしたものではない。
　全体としてどの国においても非行老の処遇はいぜん
としてまだ科学的基盤を形成していないし，判断をす
る情報も処遇効果を測定するに十分なものとはいえな
い。しかし，われわれが処遇効果について現時点で知
りうることは，処遇の人道的やり方というものは刑罰
的やり方よりも効果が少ないとおもわれることであ
る。
　1960年の国連第2回犯罪防止および犯罪老処遇会議
では「少年非行の問題は不必要におおげさにされるべ
きではない」と考えている。同会議では各国において
少年非行について考慮すべき標準的実施についてつぎ
のごとくのべている。
　（a）少年非行という言葉の意味は刑法犯と同じ意味
　　として可能な限り限定されるべきである。
　（b）ささいな違反行為，不正行為については，保護
　　のためとはいえ，成人が訴追されないものであれ
　　ば騒がれるべきではない。
　このことは少年非行の数が多い国々においては警
察，裁判所，施設あるいはプロベーションを通じて，
ささいな行為は少年非行の概念からは除外すべきであ
るとする国連会議の勧告に従っていることが明らかと
されている。
　他方，国連会議では，警察は社会，教育，その他の
諸機関のフィールドでの働きに適当限度をこえて働き
かけるべきではないとのべている。しかしながら，’現
在までの調査では多くの国々において警察は秩序を守
らせ，犯罪者を逮捕するだけではなく，刑罰の執行，
処遇機関にまで確固たる市場を確立していることが明
らかとなっている。台湾では警察は台北市内の学校で
悪い行為をする少年分類をしているし，日本では少年
補導活動が少年警察業務の基本をなしている。韓国で
は「前非行」行為を理由に警察が家庭に入る。ホンコ
ンおよびバンコックの警察は「少年連絡員制度」
（Juvenile　Liaison　Scheme）により少年を「非施設内
処遇」（Noninstitutional　treatment）に付する権限が
与えられている。ホンコンではまた2年を限度として
監督命令を警察が裁判所を通じてだせる1956年警察監
督命令条例（Police　Supervision　Ordinanae）がある。
警察は最終的には裁判所へ少年を連行することなく逮
捕し，「処遇」する権限が与えられている。
　1．　国別にみた少年非行の現状
　少年非行についての問題はほとんどの国で類似性を
もっている。犯罪と少年非行の問題は文化のかなり異
なる諸国においてもよくにた扱いがなされている。刑
法，刑罰および処遇方式，少年法規といった非行抑制
手段も情報交換がなされており，発展国と発展途上国
においても同じでφる。しかし国によっては少年非行
の扱い方と処遇の内容にはかなりの違いがある。
　おおまかにいえば，少年非行について二つの見解を
明らかにすることができる。その一つは楽天的なもの
であり，他の一つは悲観的なものである。第一の見解
は，少年非行は重大な問題ではないとし，もし若干の
増加があっても，いくつかの西欧諸国におけるなどの
割合にはならないだろうと考えている。この見解はま
た1956年にバンコックで開かれた国連アジアセミナー
で明らかにされた』
　　アジア諸国では，つぎのような性格から，西洋諸
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　国で起る犯罪や非行の増加をさけることができるも
　のと感じられている。すなわち，（1旅教上の信仰が
　社会的コントロールの重要なかくれた力となってい
　る，②多くのアジア諸国に共通である高度な国家主
　義の安定装置的効果，（3）アジアにおける政府の一般
　的方向は，福祉国家概念に向っている。
　この見解は若干のアジア諸国においては広くゆきわ
たった条件のごとくおもわれるが，この楽観主義を基
礎づけている仮説と，とくに社会統制の伝統的形式た
る信仰がすべての諸国にあてはまるかどうかは疑わし
い。悲観的見解によると少年非行は重大なものとして
とらえられている。すなわち，少年非行はつねに統計
に表われるものではなく，あまりにも多くの非行少年
である故に見つけだされないものであり，少年非行は
かなり重大なことでなくとも，これから重大なものと
なることは余儀なくされるとする。
　他方，少年非行問題が単純には存在しない国々があ
る。アフガニスタンの少年非行は重大な問題としては
あらわれてきていない。子供による犯罪はきわめて少
ない。主として盗みとかスリであるが，1964年にカブ
ールで8歳から15歳の少年でスリで逮捕されたのは46
名であるが成人は383名であった。1965年の最初の6
ヵ月で，44人の少年と227人の成人がこれらの犯罪で
逮捕されている。
　カンボジアでは少年非行はほとんどない。この国の
人口はほぼ600万であり．有罪となった少年の総数は
年間100人に満たないといわれる。重大な犯罪を犯し
た少年で刑務所へ入った者はいない。
　他方，日本では少年非行はきわめて重大な問題と考
えられている。少年非行の概念は日本ではきわめて範
囲が広く，多くの交通犯罪者や“前非行”の少年少女
も含むが凶悪犯が増加している。犯罪白書では，（1悪
質犯罪の増加，②グループ犯罪の増加．（3）再犯者の増
加，（4）犯罪の低年齢化，⑤大学生による犯罪の増加，
｛6）中産階級による犯行の増加，（7｝大都市への少年犯罪
の集中化などをあげている。
　中国（台湾）では少年非行は，学校へ行くことができ
ず，適当な職業をもたない若者の数が増加しているの
と同じく問題となっている。少年によるギャング，21
歳以下の少年の数が増加した。しかし少年人口に対す
る少年犯罪者の割合はいぜんとして日本における割合
よりもはるかに低い。
　ホンコンではとくに少年による暴力犯が問題となっ
ている。
　インドでは，一般的感覚として少年非行はこの国の
直面している窃盗，乞食や一般的な貧因といった他の
社会問題と比較してきわめてささいな問題である。わ
れわれが非行の量を表わす警察統計を入手しても少年
非行はきわめて少ない。しかしインドでは現実には非
行は多くなり，単に報告されないでいるだけである。
また逮捕率は年度によってきわめて相違する。
　イソドネシアにおいては信頼できる報告もなく，し
たがってこの国の少年非行の数も明らかでない。イラ
ンにおいても少年非行は一般に問題になっていない。
　韓国においては少年非行は非常に重大な現象とおも
われている。少年非行および放浪者は孤児，乞食およ
び捨子とともに児童，少年福祉にとり大きな問題とさ
れている。少年非行の逮捕者は毎年急速に一定して増
加している。
　マレーシアでは少年非行は一般に重大な問題とはお
もわれていない。少年非行は有罪者中の1．7％にすぎ
ない。しかし戦前と比較すると少年非行は社会問題と
なりつつある。
　パキスタンでも大ぎな問題とはなっていない。1966
年にパキスタン主任判事のはつぎのごとくのべてい
る。「パキスタンにおいては家族の結びつぎが揖ぜられ
ずに残っており，年長者の教育により若い人は西洋諸
国で問題となっている過度の甘やかしといったことか
ら予防されている。しかし若い人の間，とくに教養ある
層においては輸入フイルムの増加により，また外国か
ら輸入される不健康なマンガ類が子供の間に広がって
おり，計画的に暴力行為をまねるのが広がっていると
おもわれる」（Justice　A．　R．　Cornelius，“Crime　and　the
Punishment　of　Crime，　Excerpta　Criminologica”，
VoL　6－No，1，　Jan／Feb，1966．　p．5－6）。
　1960年に16歳以下の少年で犯罪を犯した少年の数は
西パキスタン全体でただの48件にすぎなかったと報告
されている（1965年の全人口はほぼ5，000万人であっ
た）。パキスタンの少年裁判所に限ればカラチ（人口
200万をこえる）において1ヵ月平均15～20ケースを
こえる事件は起っていない。東パキスタンでは（1965
年の人口約6，000万人）16歳以下の360人の少年が1961
年に刑務所へ収容された（パキスタンでは少年もいぜ
んとして刑務所へ収容されている）。刑務所へ収容され
る少年の数は年によりかなり相違し，一定の傾向はな
い。問題は少年が審判をうける前に各種の地方拘置所
で待期させられており，その者の数は3倍はいる。単
純なケースでも審判をうけるのに数か月待たねばなら
ない。
　フィリピンではjフィリピン青年福祉統合協議会
（Philippine　Youth　Welfare　Cordinating　Council）
が1961年に市および地方都市の少年非行調査をした
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が，その結論は，問題は大しておどろくできごとでは
ないということであった。
　シンガポールでも大きな問題とはなっていない。同
国の人口は約2，000万人である。16歳以下の少年で少
年裁判所へ連行される老の数は毎年1，　OOO未満である。
　タイにおいても少年非行はまだ大きな問題とは考え
られていない。家族と宗教の結びつきがいぜんとして
強く，重要な社会統制の役割を果している。しかし少
年非行にかかわりをもっているある当局者は少年非行
は増大し，将来において増加を余儀なくされるという
意見をもっている。その理由として，（1）少年人口の割
合の増加，②都市への人口移動，（3）フイルムの影響に
よって与太者風の若者がふえていると指摘している。
しかし国連の専門家たちは過去10年間にタイの少年犯
罪は異常には増加していないと結論づけている（“Ju・
venile　Delinquency　in　Thailand”by　W．　H．　Nagel，
United　Nations　Technical　Assistance　Expert　in
∫uvenile　Delinquency　Bangkok，1967，　P，90）。多く
の少年が軽犯罪（minor　misbehavior）および前非行
（pre　delinquency）で逮捕されているが，裁判所へ
は送致されていない。
　南ベトナムの少年非行を評価するのはむずかしい。
ベトナム政府は少年非行の増加の異常さを報告してい
るが，20年以上にわたる戦争によって多くの家族に死
別をもたらし，孤児が増加した。少年非行の数は日に日
に増加した。さらに戦争は国民の道徳をも低落させ，
若い者はなまけて街にあふれ，時間を過すすべも知ら
ない。バーやコーヒー店にあふれ結果として無法者が
はばをきかすにいたっている。
　（1｝これまでの指摘は，罪なる少年非行の範囲に関
　　する概括的指数にすぎない。これからは少年非行
　　について確固たる結論を導き出すものではない。
　　統計それ自体が立法および警察力といった他の要
　　因の結果であるにすぎない。
　②　どの国の少年非行についても，単にその現象面
　　だけできめつけることはできない。他の関係，併
　　存する社会問題とともに検討されなければならな
　　い。多くの国においては経済的，社会的，政治的
　　諸問題に直面している。この点からみると富める
　　国はいっそう重大な非行少年問題をかかえている
　　ようにおもおれるのは単なる遇然ではない。
　（3）少年非行が重大な問題であるのかどうかの問題
　　からはなれて，処遇の問題がある。少年に対する
　　特別の法的，処遇上の諸規定は，単に効果的に少
　　年非行と闘うものだけではなく～これも主たる機
　　能であるが一非人道的処遇から子供や少年を救済
　　することでもない。ある国においては少年非行の
　　数は少ないかも知れないが，それにも拘わらず，特
　　別手続と処遇規定の最低基準を多かれ少なかれ必
　　要とする。多くの国において，いぜんとして審判
　　を待つ間，あるいは判決をうける間，刑務所に収
　　容されており，それがときとして長期にわたるこ
　　とがある。このような状態は一一一一般に法律が優勢な
　　国において問題となっているようにおもわれる。
　　この問題に挑戦し，少年が施設に収容されている
　　これらの条件を改善することは，これらの国々に
　　おける刑罰施設への緊急の課題である。
　　H　国別にみた少年非行の性格
　1．　少年非行の定義
　少年非行はますます成人犯罪とは異なる概念となっ
てきている。成人では犯罪を構成しない多くの行為が
少年非行となり，そのため警察，裁判所または社会福
祉機関のいずれにも関係するようになってきている。
少年非行は“放任された少年”，“監護のおよばない少
年”また“保護および監護を必要とする少年といった
むしろ被害者たる少年もこの範疇に入り，実際に法を
破った少年たちと同様に扱われる。
　“放任少年”と“監護のおよばない少年”などは他
の少年と区別することはない。たとえば，インド中央
少年法（lndian　Central　Act　of　1960）はデリーにおい
て“非行少年”と放任少年を異なった少年裁判所で扱
っている。“非行少年”は少年の裁判所で扱われるが，
“放任少年”は少年福祉局（Child　Welfar　Board）で
扱われる。しかし多くの国ではその区別はない。イン
　ドでもボンベイでは同じ少年裁判所が放任少年と非行
少年を扱っている。この二つのタイプの非行はいろい
ろの理由で類似しているが，その処遇には違いがある
と考えられている。
　少年の法的定義　少年非行は一般に年齢を基盤とし
ている。法的年齢制限は国ごとに異なる。通常は二つの
年齢制限がとられる。一つは少年と考えられる上限年
齢であり，他は刑事責任年齢を除外している下限の年
齢制限である。ここで調査対象としている国々ではア
フガニスタンを除いてすべての国が少年の刑事責任に
関する刑法上の規定をもうけている。アフガニスタン
では刑法典はまだない。この国ではイスラム法（lsta－
mic　Law）が有効であり，本人が身体的に成熟すれば
責任をもたせることとしている。他の国，たとえばイ
ランおよびパキスタンなどでは伝統的に年齢制限は通
常14または15歳と定められており，近代刑法典の出現
’で低くされた（イランでは14歳から12歳へ，インドお
よびパキスタンでは14歳から7歳へ）。一般に上限の
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年齢は特別の少年法で定められている。ただし若干の
国では刑法典で上限を定めている。別表は国別の少年
年齢の上限を表わしたものである。
?
別 刑責任年齢 少年法の定める上限
アラガニスタン
カ　ンボジア
ス　リ　ラ　ン　カ
?
15（または故意のないときは18）
・幟蟹灘）
湾　　14
ホ　　ン　　コ　　ン
イ　　　ン　　　ド
インドネシア
?????
オ
???
ス
マ　レ　ー　シ　ア
パキ　ス　タ　ン
フ　ィ　リ　ピ　ン
シンガポール
????????
・僻讐灘）
・（または故意のないときは12）
下限に制限なし
6
14（実務上は16）
14
・（または故意のないときは16）
・（または故意のないときは17）
・（または故意のないときは12）
・（または故意のないとぎは15）
・（または故意のないときは12）
7
固定した下限の制限なし
少年法なし
18
16
18
　　16
少年は16
少女は18
　　18
　　18
　　20
　　20
少年法なし
17
16
16
16
18
　下限年齢制限は少年非行の包括性からみて模然とし
ている。刑事責任年齢以下の少年が刑罰の対象となら
ないのは事実であるが，多くの国においては，それで
も「保護または監護を必要とする少年」あるいは「触
法少年」（日本）として逮捕され，裁判所へ連行され，
その以上の年齢の責任ある少年への扱いと同じ方法で
扱われている。
　非行の定義　非行を定義するには通常三つのタイプ
がある。（1｝犯罪を定義する規範（たとえば刑法で禁じ
る規範），（2）少年福祉法上の規範（少年はいかなる条件
下で生活すべぎか，あるいはむしろ生活すべきでない
かの規範），そして（3）教育的規範（少年はいかに行動
すべきか，あるいはむしろ行動すべきでないかの規
範）である。通常は，これら3つのタイプまたは規範
をすべて混合している。しかしある国の制度ヘアプ
ローチするため，このつのタイプまたは規範で区別す
ることは有用である。
　各々のタイプ，規範はきわめて変化する。｛1）その内
容，（2）非行の量および㈲非行少年の処遇による。つぎ
に各国における現状をこれらの面から検討する。
　2．　少年非行の主たる範囲
　少年非行の総体的な指数については前述したのであ
るが，これによっては警察，裁判所およびその他の関
連諸機関の負担量についてはともかく，少年非行につ
いて多くを説明したことにはならない。
　国別にいくつかの非行の分析，比較をするには，つ
ぎの四つの主な分類をした方が有効である。
　（1）少年が犯した刑事犯
　（2）刑法典以外の犯行
　㈲　「前非行」または少年に禁じられていることの
　　違反。
　（4）“保護および監護”を必要とする少年の条件。
　第二のカテゴリーには，たとえば交通法違反のよう
な特別法を小分けすることも便利である。
　もし，われわれが（1）の区分だけをとりあげるなら
ば，多くの国における少年非行は全体にはるかに少な
いものとなる。しかし犯罪少年だけが少年非行の問題
であるということはできない。若干の国では犯罪行為
を少年非行から除外している（アフガニスタン，カン
ボジア，イラン，ラオス，ベトナム）。
　少年非行とみなしている刑法典以外の法律違反はき
わめて広範囲にわたる。スリランカの警察統計では財
産および暴力の犯罪についで第三に大きなものとして
少年による犯罪をあげている（全体の約14％）。
　インドでは1963年に逮捕された少年は全犯罪のうち
4％にすぎなかった。しかし警察で逮捕された21歳以
下の全少年の半分以上は軽犯罪であった（大部分はチ
ケットをもたず旅行するといった鉄道法違反であり，
プラットホーム上での放浪や乞食，公衆への迷惑とい
った市警察法違反であった）。
　ホンコンでは同年代で少年裁判所に連行された16歳
以下の全少年の90％以上は軽犯罪である。ほとんど同
じ状態がフィリピンでもみられる。
　日本では交通犯罪が刑法犯の3倍以上を占める。他
の諸国では交通犯罪の占める割合はとるに足らないも
のである。
　怠学（Educational　norms）は台湾，日本，韓国お
よびタイにおいて重要な役割を演じている。台湾では
前非行の指数は明らかでない。しかし少年による刑法
犯違反より多い数の規制違反少年の数が報告されてい
る。
　日本における虞犯（pre－delinquent）は1964年に全
非行少年の55％が警察で記録されている。喫煙（40．・4
％），不健全娯楽（8．2°／。），夜遊び（7．6％）および放
、浪（7．2°／・）などである。
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　韓国でも警察で逮捕された少年のほぼ38％は虞犯で
あった。
　多かれ少なかれ少年に対する特別の規制がなされて
いる。たとえば台湾では「パトロールおよび警告制度
（Patrol　and　Warning　System）のような特別法が
制定されており，日本では「未成年者喫煙禁酒法⊥
韓国では「少年保護法」，タイでは「少年および学生
統制法」および「学生統制法」がある。しかし，これ
とは別に過度の逸脱行為を取締るところもある（台
湾）。
　台湾，日本および韓国の少年法は少年裁判所の管轄
となる少年非行の範疇に「前非行」の用語を用いてい
る。台湾少年法では（1＞両親による監護および監督に従
うことを拒否する少年，②刑法または統制法違反の可
能性のあること，（3）つぎの状況のいずれかのあるこ
と，（a）常習犯罪者との継続的交渉のあること，（b）若い
年代層に禁止されている所への出入，（c）暴力団と関係
すること，（d）暴力行為に用いうるナイフまたはその他
の武器を持ち歩くこと。
　“前非行”（虞犯）の概念は，少年がまだ犯罪を犯し
ていないか，将来において犯すかもしれないことを仮
定するところにある。この範疇はもっぱら警察主導型
のものであることが統計からもうかがえる。通常は虞
犯を扱うのは警察に限られており裁判所ではない。台
湾およびタイの裁判所統計では前非行事件はまったく
注目されていない。
　われわれが区分している非行者の第四の主な範疇に
“放任”された“被害者”“放浪者”がある。これらは
すべての国で少年犯罪老と同じ方法で扱われているわ
けではない。この範躊に入る非行にはつぎの三つの条
件がある。
　（1）かような少年を扱う組織と保護体制が準備され
　　ており，少年犯罪者に対して必要なものを提供し
　　うる組織があるかどうか。
　②　多くの貧困な少年がいるかどうか。
　（3）これらの少年を扱う常設の行政機関があるかど
　　うか。
　多くの国（スリランカ，ホンコン，インド，マレー
シアおよびシンガポール）では，少年裁判所は少年犯
罪者に限定されることなく，保護および監護を必要と
する少年に対しても管轄権がある。一方，韓国におい
ては多くの少年放浪者を扱うのは警察である。
　スリランカでは，警察官やその他の当局者が保護お
よび監護を必要とする少年を裁判所へ連行することが
できJ、少年裁判所は認可学校や同等の施設へ少年を送
ることができるし，本人をプロベ・t一ション・オフィサ
一の監督下におくこともできる。
　またインドでは少年裁判所は放任された少年を扱う
権限が与えられており，警察は逮捕でき，裁判所へ連
行することもできる。
　ホンコンおよびシンガポールでは放任少年の処遇は
他の諸国と若干異なっている。ホンコンの1951年の「女
子および少年保護条例」（Women　and　Juvenile　Or－
dinance）では裁判所は監護または保護の手段を経ず
して21歳以下の少年を社会福祉局へ付与することがで
きる。シンガポールでも非行のない少年事件（少年犯
罪以外の少年）を通常少年裁判所へ連行することなく
社会福祉局が扱っている。
　3．非行統計へのコメント
　若干の国別の相違についてのべたのであるが，ここ
で示した指数は少年非行問題の評価と各国における少
年非行に関する警察および裁判所のやり方を比較する
のに有用だとする仮説にたっているからにほかならな
い。しかし地域的にみたすべての国において完壁な非
行統計をもっている所はない。非行指数は少年の非行
の範囲についての違いを示すものであり，若干のケー
スでは実際に非行をしたものであるが，つねに少年非
行のわくと傾向を有効に引出すに役立つ統計を提供す
るものではない。たとえばインドでは（a）少年非行の指
数が異常に低い，（b）大都市間で大幅な相違がある，（c）
一定期間の同一の都市において比較しても異常な増減
を示す。しかも，これらのすべてに明白な理由がある
わけではなく，説明しがたいものである。
　この段階で各都市における比較的大きな増減の非行
率の相違を明らかにする試みを可能にするほど有効な
情報は存在しない。しかし，これらの相違や変化が非
行（真の）の相違と変化を反映する唯一のものである
ことを確認することは正当な結論である。
　国別の少年非行の指数を比較するには，われわれは
非行および犯罪の法的違いに気づかねばならないし，
特別刑事立法の変動にも気づかねばならない。1さきに
指摘したように日本では他のどの犯罪よりも少年非行
中に占める交通犯の割合は大きい。さらに少年非行に
対する警察の数字が正しいとしても，つぎのようなこ
とを反映している。
　（1）通告の慣習がどうなっているか，
　（2）警察の態度と手続
　㈲　地域社会における非行概念
　（4）非形式的な処理および処遇の方式
　⑤　警察に対する公共のイメージ
　（6）復讐のおそれ
　非行に対する地域社会の概念も国により，また田舎
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と都会とでも異なる。インドでは田舎の少年非行の多
くは通告機関も欠けており，少年犯罪者を扱うのは非
形式的である。同じことはパキスタンについてもいえ
る。以前に殖民地であった所では警察はいぜんとして
外国の規則を示して認めさせようとしたり，警察に対
する公のイメージはとぎとして困乱している。西パキ
スタンでは部族地帯で復讐をおそれて人々は犯罪報告
を怠っている。とくに秘密集団による犯罪事件におい
てそうである。また犯罪報告行為は犯罪の種類によっ
て異なる。高い報告率の犯罪と低い報告率の犯罪があ
る。少年非行の多くの軽犯罪と虞犯は低い報告率であ
り，かれらの拘禁はもっぱら警察活動いかんによって
いる。警察活動はまたきわめて多様である。田舎で少
年非行の少ないのは一部分はこれらの地帯では警察力
が弱いという事実tC．よっている。他方，日本のように
少年非行率の高いところでは，ときとして警察が積極
的すぎることに依存している。
　4，　国別にみた少年非行の原因
　原因の概念　原因という言葉は「非行の可能性に資
するか，または非行の可能性を増加させる要素または
条件」というかなりあいまいで，広い意味にとられて
いる。原因という概念は近代犯罪学では不確実なもの
となってきており，徐々に論議の対象とならなくなっ
てきている。もっとも一般的な犯罪原因論は犯罪は無
数の因子からなっているとする“多元因子論”であ
る。
　少年非行の予防と非行者の処遇において実際的観点
からはつぎの個々の因子を仮定する。
　（1）個々的因子
　最初に求められるものは非行少年の性格と直接の環
境に関係するもので欠損家庭，両親による放任，心理
的欠陥，悪友等を内容とする。このタイプの非行原因
は少年裁判官，プロベーション・オフィサーおよびそ
の他の関係者すべてに関係する。韓国では少年裁判所
へ連行された非行少年の各人はこのいずれかの一つの
原因に関係している。傷害と暴行でもっとも多い原因
は，（1）悪友，②事故，㈲ひとりにさせておくこと，な
どであり，窃盗事件では，（1）貧困，②悪友，㈲ひとり
にさせておくことである。また前非行では，（1｝貧困，
②悪友，（3塚族の欠陥があげられる。
　タイにおいてもバソコックで少年裁判所へ連行され
た少年の犯罪原因は（1懸友と戯言，（2）家族の情緒的不
安定，（3）経済的原因，（4精神的，肉体的条件，（5）性情
緒，といったものであり，とくに低知能が少年非行の
重要な原因とみられているのがタイにおける特徴でも
ある。
　②　構造上の原因
　経済，教育制度および社会変動が重要な要因として
考えられる。日本では最近の社会変動と非行問題に関
心がむけられている。具体的には成人の性行為の不注
意，社交場の増加，失業，性および犯罪へのマスメデ
ィアの不適切なコントロール，少年の集まる不健全な
場所の増加。
　㈲　立法からみた非行原因
　法律の制定や執行の変更により少年非行は増減す
る。フィリピソでは児童労働法により16歳以下の少年
は工場で働くことを禁じている。多くの貧しい家庭の
少年は学校へ出席することはできないし，若干の金を
かせがねばならない。その唯一の手段は街での行商と
車の監視といった仕事である。しかしマニラでは許可
状なく街で物を売ることを禁じているし，少年にこの
許可状を与えていない。行商に対しては一時はいっそ
うきびしく執行されたし，ある年度においては寛大に
扱った結果，非行が減少している。マニラ少年裁判所
の判事の見解によると，少年の家族が少年に特別な稼
ぎをさせるのであるから，少年に対し街で行商させる
許可状を出すことがよくないかどうかは疑問となって
いる。ある一定年齢下の者の雇用を禁止する防止手段
をとることが，必ずしも直接に少年が盗みで生活する
のをおそれることにはならない。さらに少年非行の増
加は少年にとって，かれら自身の意のままにさせられ
ているよりも，むしろ働くため学校へ行かない少年の
方がましなことのように思われる。
　｛4）法施行形式からみた非行原因
　犯罪率に対し警察がいかなる影響を与えるかは1964
年にホンコンのある都市で新しい警察署が開所された
ため重大な犯罪が100％増加したという報告からも示
される。非行率に関しては，すでにその影響は“警察
の力”できまることがわかっている。警察は少年非行
の原因ではないけれども確実に法を執行するかしない
かにより，非行率を増減させる原因となることはたし
かである。
　⑤　施設内処遇からみた非行原因
　非行者としてかれらを扱うラベリングを通じ，ある
少年がはっきり非行者とされる。とくに非行少年が通
常の社会とかけ離れていたり，施設で共同の処遇をう
けていたりするときに生じがちである。ウイルキンス
はこれを「適合からの逸脱」（deviat三〇n　amplifying
system）とよび，グレーザーは“社会的前進”（Social
progression）とよんでいる。
　いかに少年が知覚し，かつ法規範，公の態度に反応
するか，またかれらが警察および施設からうける処遇
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にいかに反応するかについては国別にはほとんどわか
っていない。東パキスタンのボースタル収容所での研
究では“犯罪者が自分たちの将来をどのようにみてい
るか”，“かれらが有罪となったあとどう感じている
か”について若干の資料を提供している　（A．K．　Ah・
madullah，“Social　Factors　of　Juvenile　Offence　in
East　Pakistan；College　of　Social　Welfare　and　Re－
search　Centre，1964）。それによると犯罪者のほとん
ど50％は社会から見捨てられたと感じており，ほぼ56
％はどんな犯罪も犯していないとおもっており，この
うち24％は疑いだけで有罪とされたと感じている。そ
して犯罪者のほとんど77％は警察で正当に扱われなか
ったし，人間的に扱われなかったと感じている，と報
告している。この研究では犯罪者のこの感覚が，かれ
らの不安感情を上昇させ，しかるべき再起と更生の路
に妨げとなっているとみている。この研究が収容者の
感情を客観的にとらえているかどうかの判定をうけて
いるわけではない。しかし正当かどうかは別として，
不当な処遇をうけているという感じは，犯罪の（新し
い）原因となるであろうことははたしかである。
　（6）ギャングとグループによる非行
　人をいっそう“悪ずれ”させる少年非行の重要なも
のの一つは少年によるギャングである。国別にみても
少年ギャングはそれほど多くはないが，非行はときと
してグループで行なわれる。若干の国ではまた成人が
少年をメンバーに誘い込むことがある。
　しかし，ときとして少年ギャングをあまりにも安易
に仕上げている面があることも指摘されねばならな
い。広義に使われると，たとえばサイゴンでは縄張り
をもった靴みがき少年がギャングにされた。たとえば
韓国，インド，パキスタンでは舗道にグループで住ん
でいる少年浮浪者がいる。かれらの多くは本拠となる
家をもたず，窃盗，スリ，店頭荒し，同性愛，ギャン
ブリングをしている。少年浮浪者の問題は少年非行よ
りも，ある国ではギャングよりも重大な問題である。
しかしヨーロッパでいうギャングとはかなり異なる。
性格は同一のものであろうが，少年のグループのそれ
はちがうようにおもわれる。日本でもグループによる
少年非行が増加している。とくに窃盗，脅迫，盗み，お
よび強盗である。日本の暴力団は｛1）博徒，②，的およ
び㈲グレン隊に分けられるがJ最後のものが，少年ギ
ャソグであり，他の二つとは形式的構造はちがってい
ないにしてもメンバーは後に成人になってからギャン
グに入る可能性ある者である。
　成入ギャングは日本，マレーシアおよびシンガポー
ルでも問題である。中国でもこれらの組織は長い歴史
をもつ。かれらは安定しているときは互助協会であっ
たが不安なときは反乱者に発展した。秘密組織はマラ
ヤおよびシンガポールでも多くの伝統的な特徴を維持
しているが，かれらはだんだんに犯罪ギャングに発展
した。
　少年非行のグループ化は世界的動向であるが，タイ
でも過去10年間に強盗，殺人ではおよそ3倍に増加し
たと報告されている。また少年による成人グループと
の共犯が多くなりつつあるが，成人と独立して非行グ
ループで犯罪を犯すのが最近の顕著な現象といえる。
　（7｝無分別な学生
　“無分別な学生”という言葉はインドにおいて当局
が望ましくないと考える学生活動の全体をさすものと
して用いたところからきている。これらの活動とは政
治的デモ，アジ，ストライキその他大学当局（たとえ
ば授業料値上げの反対や学生会館の承認を求めるとい
ったものに）対してむけられる反対運動をさす。学生
はその他の当局者，たとえば列車やバスの料金あるい
は映画料金の学生割引を要求したり，試験時における
争議，大学当局への脅迫，講師への暴力，バスや列車
内での車掌へのなぐり込みへと発展する。
　これらの学生を少年非行と同じ扱いにすることはで
きない。しかし無視するわけにいかない。実際は，こ
れらの学生運動はしばしば大学のキャンパスをこえ，
ときとして非行行為となり，警察との重大な衝突とな
り，学生は逮捕され，拘禁され，裁判所へ連行され
る。
　その最初の学生デモは1965年11月にアフガニスタン
でみられた。それは新しい民主憲法が制定された後で
あった。タイでは学生同志の衝突があった。しかし他
の多くの国でもめずらしくはない。学生はよかれあし
かれその国の政治状況や政治の成行に大ぎな関心をも
っている。インドおよびパキスタソの学生は独立運動
に重要な役割を演じた。さらに最近では高校生を含む
学生デモは韓国で新しい政治方向を確立する役割を荷
った。またインドネシアの学生も南ベトナムにおいて
重要な役割をもった。日本でも1960年に東京で大規模
なデモがあった。
　大部分の国における学生運動の現象は三つの観点か
ら整理でぎる。
　第一は政治的観点からのものであり，
　第二は，教育的観点からのものである。多くの学生
が高等教育をうけるため大学へ入り，その結果，校舎
と大学の運営，教育スタッフ間に負担がかかってい
る。
　第三は，“年代の違い”“青年の反抗”といった観点
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からのものである。若い者と成人の世界との意見の相
違，理解不足がとくに学校当局との問に生ずる。
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